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1.  検討する防護目標の設定  

宮崎海岸では、砂浜の侵食とともに砂丘の侵食が進み、護岸や海岸林が被災する

など危機的な状況にある。今後も侵食が進行した場合には、砂浜、砂丘の侵食、海岸

林や護岸の被災に加えて、有料道路の被災や、背後の人家等への浸水被害、さらには

豊かな自然環境への影響が生じることが危惧される。このため、進行する海岸侵食を

防止し、国土および環境の保全を図るとともに、高潮・津波を防ぐ自然の防災機能を

有している砂浜、砂丘の一体的な保全に努め、背後の人家、有料道路等の重要な資産

を防護する必要がある。 

そこで、宮崎海岸の侵食対策において達成すべき目標と、その指標について検討

した。目標は、防護上の観点から検討するとともに、環境・利用状況を踏まえて検討

した。 
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1.1  背 後 地 の 特 性 の 整 理  

1.1.1  防護面の特性 

(1)  宮崎海岸の防護面に関する概要 

宮崎海岸は、宮崎港北側に位置する住吉海岸から一ツ瀬川にいたる長大な一連の

砂浜海岸であり、長期的に侵食傾向にあり、近年では砂浜を含む砂丘侵食（浜崖の後

退）や護岸の被災が生じるなど、侵食被害が顕著となっている。特に、宮崎港に隣接

する住吉海岸では、1998（H10）年には海岸背後を通る一ツ葉有料道路の路肩近傍ま

で浜崖が後退するなど危機的な状況が発生しており、背後地の緊急的な防護対策とし

て、宮崎県により離岸堤および養浜工による対策が進められてきた。 

 

(2)  宮崎海岸の防護面に関する現状 

宮崎海岸は、海岸背後地の特性から大きく３つ（南側、中央、北側）にわけられ

る。この３区間について、それぞれの特性を以下に示す。 

  【住吉区間】（概ね宮崎港～動物園裏）：海岸背後に一ツ葉有料道路が走ってお

り、その海側に緩傾斜護岸が設置されている。宮崎港に近い離岸堤が設置されて

いる範囲では砂浜が存在するが、離岸堤が設置されていない範囲（もしくは離岸

堤が沈下している範囲）では、砂浜はほぼ消失している状況にある。 

  【石崎浜区間】（概ね動物園裏～石崎川）：海岸背後に高さ、幅ともに規模の大

きな砂丘が存在する。石崎川右岸には緩傾斜および傾斜護岸が設置されているが、

動物園裏に近い区間は護岸が設置されていない。全線で砂浜は存在する。 

  【大炊田区間】（概ね石崎川～一ツ瀬川）：海岸背後に砂丘が存在する（先の石

崎浜区間に比べて規模は小さい）。その砂丘背後は低地であり人家等の資産が存

在している。一ツ瀬川右岸および石崎川左岸には護岸が設置されているが、他の

２区間に比べて護岸が設置されていない場所が多く、自然海浜が多く残されてい

る。 

 

 

1.1.2  環境・利用面の特性 

宮崎海岸は、全域において長大な海岸線と雄大な日向灘の景観を展望できる市民

の憩いの場として利用されており、また、サーフィンの利用も盛んであり、アカウミ

ガメの産卵地としても重要な海岸である。 
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図－ 1.1 宮崎海岸の特性（防護・環境・利用） 

【住吉区間】【石崎浜区間】【大炊田区間】

漂砂の向き

平成21年10月撮影

：一ツ葉有料道路， ：既存施設（護岸，離岸堤）
：環境上重要な場（多様な種が存在）， ：砂丘（有料道路より海側のT.P.+6m以上の地盤高の範囲）

＜凡例＞

砂浜はほぼ消失。全線で砂浜は存在。一部砂浜消失区間有り。砂浜の状況

一ツ瀬川河口および石崎川河口周辺では、海域から陸域の連続性のある環境が形
成されており、多様な生物相を有している。

環境

漁業，サーフィン，釣り，散歩，野鳥観察，サイクリング，採貝，スキムボード，モーター
パラグライダー，トレーニングなど、海域から陸域にかけて多様に利用されている。

利用状況

ほぼ全区間に護岸が設置。

一部区間に離岸堤が設置。

一部区間に護岸が設置一部区間に護岸が設置。既存施設

海岸に隣接して一ツ葉有
料道路が存在。

規模の大きな砂丘が存在
し、砂丘背後の低地に人
家等が存在。

海岸付近に砂丘が存在し、
砂丘背後の低地に人家等
が存在。

海岸背後

住吉区間石崎浜区間大炊田区間
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パラグライダー，トレーニングなど、海域から陸域にかけて多様に利用されている。
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一部区間に離岸堤が設置。
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1.2  上 位 計 画 の 防 護 目 標  

平成 12 年 5 月に国が定めた「海岸保全基本方針」ならびに宮崎県知事が定めた「日

向灘沿岸海岸保全基本計画」に則り、宮崎海岸侵食対策計画の防護目標を検討した。 

 

1.2.1  「海岸保全基本方針」における防護の目標 

国が定めた「海岸保全基本方針」では、海岸の防護に関する基本的な事項におい

て、“気象、海象、地形等の自然条件及び過去の災害発生の状況を分析し、背後地の

人口・資産の集積状況や土地利用の状況等を勘案して、所要の安全を適切に確保する

防護水準を定める、”としており、高潮及び侵食への防護の目標を下記とすることを

定めている。 

 

侵食に対する防護 

侵食が進行している海岸にあっては、現状汀線を保全することを基本的な目標と

し、必要な場合には、さらに汀線の回復を図ることを目標とする。 

すなわち、まずは汀線位置を現在の位置から後退させないことを目標とし、さら

に、砂浜の不足により浸水被害や施設の被災が懸念される場合には、現在の汀線位置

よりも前進させることが目標となる。 

その際、沿岸漂砂の連続性を勘案し、侵食が進んでいる地域だけでなく、砂の移

動する範囲全体において、土砂収支の状況を踏まえた広域的な視点に立った対応を適

切に行う。 

 

 

高潮および越波に対する防護 

過去の台風等により発生した高潮の記録等に基づく既往の最高潮位又は適切に推

算した潮位に、適切に推算した波浪の影響を加え、これらに対して防護することを目

標とする。 

すなわち、高波浪、高潮位条件下において、背後地への浸水被害が発生しないよ

うにすることが目標となる。 
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1.2.2  「日向灘沿岸海岸保全基本計画」(H15 年 3 月)における防護の目標 

海岸保全基本方針に基づき、平成１５年３月に、宮崎県知事 (海岸管理者)が定め

た「日向灘沿岸海岸保全基本計画」では、防護の目標を表－ 1.1 のとおり定めてい

る。 

侵食に対しては「海岸保全基本方針」とほぼ同様であるが、環境へ配慮すること

とされている。また、高潮に対しては 30 年確率で検討することとされている。 

 

表－ 1.1 「日向灘沿岸海岸保全基本計画」(H15 年 3 月)における防護の目標 
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また、表－ 1.2 に基本計画で定められている当海岸の防護水準を示す。 

 

表－ 1.2 市町村別海岸別の防護水準一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「日向灘沿岸海岸保全基本計画」(H15 年 3 月) 
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1.3  検 討 す る 防 護 目 標 お よ び 評 価 指 標  

1.3.1  検討する防護目標 

(1)  検討する防護目標の設定 

以上に示した宮崎海岸の背後地の特性および上位計画を踏まえて宮崎海岸におけ

る侵食対策の防護目標（案）を設定した。 

 

【国土保全】 

 

 防護目標① ：現況の汀線位置を維持  

 

目標Ａ→平成２０年１２月の汀線位置を目標Ａとした。 

（汀線維持の考え方）理想的な目標としては侵食が始まる以前の海岸が挙げ

られるが、現実的には、上位計画の目標に則り、国土保全の観点から現況

汀線位置（平成 20 年 12 月の汀線位置）の維持を目標Ａとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 1.2 昭和 58 年 3 月、平成 20 年 12 月の汀線形状 

 

0

50

100

150

N
o.

-
34

N
o.

-
35

N
o.

-
36

N
o.

-
37

N
o.

-
38

N
o.

-
39

N
o.

-
40

N
o.

-
41

N
o.

-
42

N
o.

-
43

N
o.

-
44

N
o.

-
45

N
o.

-
46

N
o.

-
47

N
o.

-
48

N
o.

-
49

N
o.

-
50

N
o.

-
51

N
o.

-
52

N
o.

-
53

N
o.

-
54

N
o.

-
55

N
o.

-
56

N
o.

-
57

N
o.

-
58

N
o.

-
59

N
o.

-
60

N
o.

-
61

N
o.

-
62

N
o.

-
63

N
o.

-
64

N
o.

-
65

N
o.

-
66

N
o.

-
67

N
o.

-
68

N
o.

-
69

N
o.

-
70

N
o.

-
71

N
o.

-
72

N
o.

-
73

N
o.

-
74

N
o.

-
75

N
o.

O
0

N
o.

O
1

N
o.

O
2

N
o.

O
3

N
o.

O
4

N
o.

O
5

N
o.

O
6

N
o.

O
7

N
o.

O
8

N
o.

O
9

N
o.

O
1
0

N
o.

O
1
1

N
o.

O
1
2

N
o.

O
1
3

N
o.

O
1
4

N
o.

O
1
5

N
o.

O
1
6

N
o.

O
1
7

N
o.

O
1
8

N
o.

O
1
9

①
宮崎港

離岸堤

②
住吉

離岸堤

③
住吉離岸堤

＋緩傾斜護岸

④
住吉

緩傾斜護岸

⑤
住吉

傾斜護岸⑥
石崎浜南～

動物園裏自然海浜

⑦
石崎浜

傾斜護岸

⑧

石崎浜緩傾斜護岸

⑨

石崎浜
自然海浜

⑩
石崎川

河川区域

⑪

大炊田
護岸

⑫
大炊田

自然海浜

⑬
大炊田

護岸

⑭
二ツ立

護岸

浜
　

幅
　

（
m

）

平成20年12月汀線

昭和58年3月汀線

砂丘砂丘砂丘 緩傾斜護岸

緩傾斜
護岸 傾斜

護岸
傾斜
護岸直立護岸

傾斜
護岸

傾斜
護岸

直轄事業区域(国)直轄事業区域(国) 

住吉 IC 一ツ葉 PA

石崎川 港湾区域離岸堤区域

目標Ａ 



 1-8

 

【越波浸水被害からの防護】 

 

 防護目標②－１ ：背後地への越波被害を防止  

 

目標Ｂ→現状で護岸が設置されている区間においては、人家、有料道路等の背

後地への越波被害を既設護岸位置で防止。越波しないために必要な汀

線位置を目標Ｂとした。 

※既往最高潮位、１／３０確率波、短期変動込み 

 

目標Ｃ→現状で護岸が設置されていない自然海浜区間においては、人家、有料

道路等の背後地への越波被害を砂丘で防止。越波しないために必要な

汀線位置を目標Ｃとした。 

※既往最高潮位、１／３０確率波、短期変動込み 

 

（越波防止の考え方）計画波浪あるいはそれ以下の規模の波浪に対し、現況

で波の打上げによる浸水被害が想定される場所について、既設護岸位置お

よび砂丘位置で浸水被害が発生しないために必要な汀線位置の確保を目

標Ｂ、Ｃとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 1.3 越波による浸水被害に対する防護目標イメージ（目標Ｂ：既設護岸区間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 1.4 越波による浸水被害に対する防護目標イメージ（目標Ｃ：自然海浜(砂丘)区間） 

T.P.±0.0m

砂丘
（浜崖）

砂丘の頂部

波が乗り越えない 

防護する位置 
目標Ｃ 

T.P.±0.0m

緩傾斜
護岸

護岸天端の法肩 

波が乗り越えない 

防護する位置 

目標Ｂ 
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 防護目標②－２ ：既設護岸の被災および砂丘の後退を防止  

 

目標Ｄ→現状で護岸が設置されている区間においては、越波により護岸が被災

しないために必要な汀線位置を目標Ｄとした。 

※既往最高潮位、１／３０確率波、短期変動込み 

 

（護岸の被災防止の考え方）計画波浪あるいはそれ以下の規模の波浪に対し、

現況で護岸が設置されている区間について、護岸の被災が発生しないため

に必要な汀線位置の確保を目標Ｄとした。 

 

 

目標Ｅ→現状で護岸が設置されていない自然海浜区間においては、毎年発生す

る程度の高波浪により、砂丘が後退しないために必要な汀線位置を目

標Ｅとした。 

※朔望平均満潮位、年数回波、短期変動込み 

 

（砂丘の後退防止の考え方）現状で護岸が設置されていない自然海浜（砂丘）

区間については、海岸侵食が進んだ現状では、一旦後退した砂丘が自然に

回復するのは困難であり、放置した場合にはいずれ背後地への被害につな

がることから、年 1 回程度の定期的な維持管理で砂丘が後退しないために

必要な汀線位置の確保を目標Ｅとした。 
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図－ 1.5 越波による施設被災に対する防護目標イメージ（目標Ｄ：既設護岸区間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 1.6 砂丘・浜崖後退に対する防護目標イメージ（目標Ｅ：自然海浜(砂丘)区間） 

 

 

T.P.±0.0m

砂丘
（浜崖）

砂丘頂部 

砂丘基部に波が到達しない 

砂丘基部（T.P.+4m） 

崩落 

徐々に後退 

後退した浜崖は自然には回復困難 

↓ 

定期的な維持管理で経年的な後退を防止する 

T.P.±0.0m

緩傾斜
護岸

護岸天端の法肩 

護岸天端を乗り越えた波の量、すなわち越波量が 0.2m3/m/s 以下

防護する位置 

防護する位置

目標Ｄ 

目標Ｅ 
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(2)  対象とする外力等の整理 

1)  対象とする外力（波浪・潮位） 

各目標における対象外力を表－ 1.3 に示す。また、具体的な外力条件として、宮

崎海岸直轄海岸事業における計画外力条件（案）を表－ 1.4 に示す。 

なお、当海岸では平成 17 年に住吉海岸の侵食対策事業として計画外力が設定され

ていたが、その後データの蓄積がなされたこと、数値シミュレーションにより詳細な

検討が可能となったこと、再検討後の外力のほうが大きい値となった（従前の外力で

は過小評価し危険側となっている可能性がある）ことから、直轄海岸事業としては外

力の再設定を行った。 

 

表－ 1.3 防護目標別の対象波浪 

防護目標 対象外力 備考 

目標 A － 汀線位置を対象としており外力は考慮しない 

目標 B，C，D 
計画波 

(１／３０確率波) 

防護する位置を波が越波することで浸水被害や施

設の被災が発生することから、想定される最大規模

の外力で検討することが適切である。 

目標 E 

年数回波 年 1 回程度の定期的な維持管理により砂丘・浜崖の

経年的な後退を防ぐためには、計画波のように発生

確率の低い外力ではなく、台風のような毎年数回程

度来襲する波を対象とすることが適切である。 

 

※なお、各マニュアル・基準書等においても高波浪に

よる短期的な地形変化は年数回波を用いるとされ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：実務者のための養浜マニュアル 

   財団法人 土木研究センター 
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表－ 1.4 宮崎海岸直轄海岸事業における計画外力条件（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎海岸
(直轄海岸事業，H20～)

住吉海岸
(侵食対策事業，H17～)

2.42 2.28
(S55.9.11) (S57.8.27,T13)

2.42 2.28
1.09 1.20
0.15 0.05
-0.98 -1.26

・T.P.基準(新標高※)
・宮崎港港湾工事用水準面を採用

・T.P.基準(旧標高)

沖波波高Ho(m) 5.0 5.0

沖波周期T(s) 11.0 11.0

沖波波向 E～ESE ESE
換算沖波波高Ho' 4.82～5.0 5.0

備考

・沖波諸元は、左記を採用
・換算沖波波高は、エネルギー平
衡方程式により算定し、既往の定
期測量の各測線（200～250m間
隔）において最大値となる波高を
設定

・NOWPHAS宮崎港における平成3
～9年までの波浪観測記録よ
り、波高・周期別出現頻度表を
作成し、波高ランクの高い方か
ら１％の波高値とし、周期はそ
のランクにおける最多出現の値
を採用
・代表1波を設定

沖波波高Ho(m) 11.83 -

沖波周期T(s) 13.9 -

沖波波向 SSE -

換算沖波波高Ho' 9.39～9.85 -

備考

・沖波諸元は、平成14年度国交省
九州地方整備局下関港湾空港技術
調査事務所の確率波高処理システ
ムにより算出された値を使用
・換算沖波波高は、エネルギー平
衡方程式により算定し、既往の定
期測量の各測線（200～250m間
隔）において最大値となる波高を
設定

設定されていない

沖波波高Ho(m)
13.06(SE)
13.92(SSE)

11.9(宮崎地区)
13.3(佐土原地区)

沖波周期T(s)
14.6(SE)
15.0(SSE)

13.5(宮崎地区)
13.4(佐土原地区)

沖波波向 SE～SSE
ESE(宮崎地区)
SE(佐土原地区)

換算沖波波高Ho' 10.95～11.61
10.5(宮崎地区)

12.0(佐土原地区)

備考

・10年確率波と同じ ・沖波諸元は、平成６年度に運
輸省第四港湾建設局下関調査設
計事務所が算出した値を使用
・換算沖波波高は、図式解法
(波向き線法)によって屈折係数
を求め算定
・宮崎地区、佐土原地区でそれ
ぞれ代表1波を設定

※新標高：2000年度測量成果

H.W.L
M.W.L
L.W.L

備考

30
年

確
率

波

波
浪

条
件

潮
位

条
件

年
数

回
波

10
年

確
率

波

既往最高潮位
(生起年月日)
計画高潮位
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2)  汀線の短期変動量の考慮 

既往の検討結果によれば、汀線の位置は周期的に常に変化していることが確認さ

れている。そこで、防護目標③および④における評価指標、すなわち確保すべき浜幅

についてはこの短期変動幅（高波浪時の短期的な後退量）を考慮し、最も後退したと

きに対しても安全性が確保されることに配慮するものとした。 

 

この短期変動幅として、2006（H18）年 1 月より観測している定点固定カメラによ

る浜幅の変動状況より、図－ 1.7 に示すとおり 25m として設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 1.7 定点固定カメラによる宮崎海岸の浜幅の短期変動状況 

 

後退量は、概ね年平

均値から-25m 以内に

収まっていることが

確認できる。 

後退量は、概ね年平

均値から-25m 以内に

収まっていることが

確認できる。 
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3)  津波についての考え方 

日向灘沿岸における過去の主な津波被害を表－ 1.5 に示す。宮崎海岸を含む日向

灘沿岸では、1854 年の安政南海地地震時に 3～10m の津波が来襲したとされている。 

 

表－ 1.5 日向灘沿岸における主な歴史地震による津波被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、中央防災会議が発表した想定東南海＋南海地震（同時破壊のケース）によ

る津波高は、日向灘沿岸では最大で 6m 以下とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 1.8 想定東南海+南海地震による津波高（満潮時） 

 

ここで、宮崎海岸は、緩傾斜護岸などの施設天端高（一部の低天端護岸を除く）

や背後砂丘の高さ、さらには石崎川河口周辺を包絡する砂丘高などが 6m 以上確保さ

れている（図－ 2.1 参照）。 

以上より、津波に対してはソフト対策で対応することを前提として検討した。 
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1.3.2  検討する防護目標の評価指標の設定 

(1)  浜幅による評価指標の設定 

防護目標（案）に対する評価指標は、各目標を相対的に評価できるように、宮崎

海岸においては、すべて浜幅を指標とすることとした。 

 

(2)  浜幅に関する定義 

浜幅は、汀線位置（地盤高 T.P.0ｍの位置）から施設の法肩、もしくは砂丘・浜崖

の頂部までの間隔を示すものとし、砂浜幅は純粋に汀線位置から砂浜が存在する区間

の幅を示すものとした。 

なお、施設の法肩ならびに砂丘・浜崖頂部を浜幅基点、その基点を結んだ線を浜

幅基線と呼ぶものとした。 

 

(3)  浜幅の算出方法 

  目標 A は、汀線位置を基に浜幅を算出した。 

  目標 B，C は、護岸法肩、浜崖頂部に波が打ち上がらないために必要な汀線位置を

基に浜幅を算出した。 

  目標 D は、越波量が施設被災を引き起こす堤脚位置を算出し、その堤脚位置と前

浜の勾配から T.P.0m となる地点を求め、浜幅を算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  目標 E は、目標 B，C 同様に、砂丘基部に波が打ち上がらないために必要な汀線位

置を基に浜幅を算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上で示した宮崎海岸侵食対策計画において検討する防護目標（案）および評価

指標としての浜幅の算出方法の一覧を表－ 1.6 に示す。 

護岸 

被 災 し な い た

め に 必 要 な 堤

脚位置（高さ）

前浜勾配α

汀線位置 

打ち上げ高・越波量評価ポイント

汀線位置 

砂丘・浜崖基部 

打ち上げ高評価ポイント



 

1
-
16

表－ 1.6 宮崎海岸侵食対策計画において検討する防護目標および評価指標としての浜幅の算出方法 

 

 

「合田の越波量算定
図」による越波量より
算出。

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

「中村らの改良仮想
勾配法」による波の
打ち上げ高より算出。

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

「中村らの改良仮想
勾配法」による波の
打ち上げ高より算出。

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

平成20年12月の汀
線位置

※直轄採択直後の
測量結果

評価指標としての
浜幅の算出方法

砂丘頂部

※背後の有料道
路、人家等の重要
性を踏まえて設定

砂丘基部（Ｔ.Ｐ＋
4m）

※砂丘自体の重
要性（背後地の浸
水防止）を踏まえ
て設定

既設護岸の天端

※一般的方法

既設護岸の天端

※一般的方法

―

防護する
位置

砂丘

護岸

砂丘

護岸

―

背後の
施設等

・朔望平均満潮位
・年数回波

※「実務者のため
の養浜マニュアル」
（（財）土木研究セン
ター）より、短期的な
地形変化を検討する
条件を参照

波の打ち上げ

※目標Bを参考に設
定

Ｅ：毎年発生する程
度の高波浪により、
砂丘が後退しない
ために必要な汀線
位置

越波量

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

Ｄ：越波により護岸
が被災しないため
に必要な汀線位置

②－２：既
設護岸の被
災および砂
丘の後退を
防止

Ｃ：同上

25m考慮

※定点固
定カメラ観
測による浜
幅の変動
状況により
算出。

・既往最高潮位
・1/30確率波

※「日向灘沿岸海岸
保全基本計画」の’
防護水準’を参照

波の打ち上げ

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

Ｂ：防護する位置を
越波しないために
必要な汀線位置

②－１：背
後地への越
波被害を防
止

浸
水
被
害
か
ら
の
防
護

――海浜変形（侵食）

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

Ａ：平成20年12月の
汀線位置①：現況の

汀線位置を
維持

国
土
保
全

短期
変動

外力対象とする現象目標防護目標

「合田の越波量算定
図」による越波量より
算出。

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

「中村らの改良仮想
勾配法」による波の
打ち上げ高より算出。

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

「中村らの改良仮想
勾配法」による波の
打ち上げ高より算出。

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

平成20年12月の汀
線位置

※直轄採択直後の
測量結果

評価指標としての
浜幅の算出方法

砂丘頂部

※背後の有料道
路、人家等の重要
性を踏まえて設定

砂丘基部（Ｔ.Ｐ＋
4m）

※砂丘自体の重
要性（背後地の浸
水防止）を踏まえ
て設定

既設護岸の天端

※一般的方法

既設護岸の天端

※一般的方法

―

防護する
位置

砂丘

護岸

砂丘

護岸

―

背後の
施設等

・朔望平均満潮位
・年数回波

※「実務者のため
の養浜マニュアル」
（（財）土木研究セン
ター）より、短期的な
地形変化を検討する
条件を参照

波の打ち上げ

※目標Bを参考に設
定

Ｅ：毎年発生する程
度の高波浪により、
砂丘が後退しない
ために必要な汀線
位置

越波量

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

Ｄ：越波により護岸
が被災しないため
に必要な汀線位置

②－２：既
設護岸の被
災および砂
丘の後退を
防止

Ｃ：同上

25m考慮

※定点固
定カメラ観
測による浜
幅の変動
状況により
算出。

・既往最高潮位
・1/30確率波

※「日向灘沿岸海岸
保全基本計画」の’
防護水準’を参照

波の打ち上げ

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

Ｂ：防護する位置を
越波しないために
必要な汀線位置

②－１：背
後地への越
波被害を防
止

浸
水
被
害
か
ら
の
防
護

――海浜変形（侵食）

※「海岸保全施設の
技術上の基準・同解
説」を参照

Ａ：平成20年12月の
汀線位置①：現況の

汀線位置を
維持

国
土
保
全

短期
変動

外力対象とする現象目標防護目標
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2.  検討する防護目標毎の必要な浜幅の算出  

2.1  検 討 断 面 の 設 定  

行政の管理区分および現状での海岸背後の施設(護岸・砂丘)を考慮して海岸を区

間分けし、各区間について直轄事業開始年の平成 20 年 12 月に実施した測量成果より

モデル海浜断面地形を設定した結果を図－ 2.1 に示す。モデル海浜断面地形は、各

区間の平均的な海浜断面とした。 

 

表－ 2.1 海岸の区分け 

海岸の区間分けと名称 行政管理区分 海岸直背後の状況 

①宮崎港離岸堤 宮崎港港湾区域 砂丘・浜崖 

②住吉離岸堤 砂丘・浜崖 

③住吉離岸堤＋緩傾斜護岸 
海岸保全区域（県） 

緩傾斜護岸 

④住吉緩傾斜護岸 緩傾斜護岸 

⑤住吉傾斜護岸 傾斜護岸 

⑥石崎浜南～動物園裏自然海浜 砂丘・浜崖 

⑦石崎浜傾斜護岸 傾斜護岸 

⑧石崎浜緩傾斜護岸 緩傾斜護岸 

⑨石崎浜自然海浜 

直轄事業区域（国） 

河口砂州、砂丘・浜崖 

⑩石崎川河川区域 石崎川河川区域（県） 河口砂州、砂丘・浜崖 

⑪大炊田護岸 傾斜護岸（低天端） 

⑫大炊田自然海浜 砂丘・浜崖 

⑬大炊田護岸 

直轄事業区域（国） 

傾斜護岸（低天端） 

⑭二ツ立護岸 富田漁港・農地海岸区域 傾斜護岸（低天端） 
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図－ 2.1 海岸の区間分けおよび海岸区分毎の検討断面（モデル断面）の設定 

＊ 侵食の進行により現状で砂浜が消失しており、越波被害が危惧される緩傾斜護岸区間④において、波の打上げ高を試算した結果、平均化したモ

デル断面での打ち上げ高の計算結果は、各測量断面での打ち上げ高の計算結果の最大値とほぼ同等であり、平均化したモデル断面で波の打上げ

高を評価しても過小評価とはならない（安全側の評価結果となる）ことを確認した。(p.4-9 参照) 
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2.2  必 要 な 浜 幅 の 算 出 方 法 の 整 理  

2.2.1  目標Ａ 

平成 20 年 12 月測量時の汀線位置をもとに浜幅を算出する。 

 

2.2.2  目標Ｂ、ＣおよびＥ 

(1)  打ち上げ高算出 

図－ 2.1 で示したモデル断面で波の打ち上げ高計算を行った。計算は、中村らの

改良仮想勾配法を用いて実施した。 

 

(2)  必要な浜幅の算出 

防護目標②－１は、“背後地への越波被害を防止”であり、波の打上げ高の計算

によりそのための必要な浜幅を求めた。 

現況ですでに打ち上がっている場合は、浜を 5m ずつ前進させてその都度計算を行

い、打ち上がらなくなる断面、すなわち汀線位置を求めた。逆に余裕がある場合は、

浜を同様に 5m ずつ後退させて打ち上がる汀線位置を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 2.2 浜幅算出方法 

 

現況断面

浜に余裕がある場合 すでに打ち上がる場合

どこまで後退すると打ち上がる

かを試行計算により求める 

どこまで前進すると打ち上がらなく

なるかを試行計算により求める 

護岸 

護岸 
護岸 



 2-4

 

2.2.3  目標Ｄ 

(1)  越波量算出方法 

既設護岸の高さに対し、堤脚水深を変化させて越波量計算を行った。計算は、合

田の越波量算定図を用いて実施した。 

 

(2)  必要な浜幅の算出 

目標②－２の目標Ｄは、“既設護岸の被災を防止”であり、計算によりそのため

の必要な浜幅を求める。必要な浜幅は、越波量が施設被災を引き起こす堤脚水深を算

出し、その堤脚位置とモデル断面の海底勾配から T.P.0m となる地点を求め、浜幅を

算出した。 

なお、高山ら（1982）により護岸形式毎の越波流量換算係数が示されており（図

－ 2.3）、この傾斜護岸、階段後岸は表法勾配 1/2～1/4 のいわゆる緩傾斜護岸であ

る。これに従い、本海岸の緩傾斜護岸の越波流量については 1.2 倍するものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 2.3 護岸形状と換算係数（越波流量低減係数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 2.4 浜幅算出方法

緩傾斜護岸は越波量が大きくなる 

現況断面

施設被災まで 

余裕がある場合 
すでに施設被災が

起こる場合 

どこまで後退すると施設被災す

るかを試行計算により求める 
どこまで前進すると施設被災しなく

なるかを試行計算により求める 

堤脚水深

堤脚水深 堤脚水深

護岸 

護岸 護岸
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2.3  必 要 な 浜 幅 の 算 出 結 果 の 整 理  

海岸区間毎に具体的な指標（必要な浜幅）を算出した結果を図－ 2.5 に示す。 

 

(1)  目標Ａ 

現況の浜幅は、宮崎港に近い区域（①,②）で 62～148ｍ、住吉の緩傾斜護岸設置

区域～石崎川までの区域（③～⑩）で 21～73ｍ、石崎川～一ツ瀬川の区域（⑪～⑭）

で 3～72ｍという結果であった。 

なお、宮崎港から一ツ瀬川までの一連の区間での平均浜幅は 53m と算出された。 

 

(2)  目標Ｂ 

背後地への越波被害を既設護岸の位置で防止するために必要な浜幅は、住吉緩傾

斜護岸区間（③,④）は 35m、石崎浜緩傾斜護岸区間（⑧）および住吉・石崎浜傾斜

護岸区間（⑤,⑦）は 30m と算出された。 

なお、大炊田護岸（⑪,⑬）は 200m、二ツ立護岸（⑭）は 150m の浜幅が必要と算

出されたが、これは護岸の天端高が他の護岸に比べて 2m 程度低いためである。 

 

(3)  目標Ｃ 

背後地への越波被害を砂丘位置で防止するために必要な浜幅は、宮崎港周辺の区

間(①,②)および大炊田の自然海浜区間（⑫）は 45m と算出された。 

また、海岸背後に規模の大きな砂丘が存在する石崎浜周辺の区間（⑥,⑦,⑧,⑨,

⑩）では、住吉 IC 付近の区間（⑥）で 34m の浜幅が必要と算出されたが、それより

も北側の区間では、汀線位置が 100m 以上後退しても背後の砂丘は越波しない結果と

なった。 

 

(4)  目標Ｄ 

越波により護岸が被災しないために必要な浜幅は、住吉・石崎浜緩傾斜護岸区間

（③,④,⑧）が 11～21m と算出された。一方、住吉・石崎浜傾斜護岸区間（⑤,⑦）

は-40m（越波により護岸が被災しないために必要な堤脚水深：T.P.-1.3m）と算出さ

れた。この差は、傾斜護岸に比べて緩傾斜護岸の方が越波流量が多くなるためであり、

より広い浜幅が必要となるためである（図－ 2.3 参照）。 

 

(5)  目標Ｅ 

毎年発生する程度の高波浪により、砂丘が後退しないために必要な浜幅は 45～50m

と算出された。 
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図－ 2.5 防護目標に対する海岸区間毎の具体的な指標（必要な浜幅）の算出結果 
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3.  防護目標 (案 ) 

3.1  防 護 目 標 (案 ) 

以上の検討結果を踏まえ、宮崎海岸における背後地の安全性を確保するため、 

 

「宮崎海岸全域で浜幅 50ｍの確保」 

 

を達成することを目指して、今後の対策（緊急的な取り組み）を検討することと

した。 

 

（補足） 

  「浜幅 50ｍの確保」では、現況汀線より後退する区間も生じることになるが、

高潮及び越波に対する防護が緊急的な課題であるため、当面、高潮及び越波に

対する防護を優先する。 

  「日向灘沿岸海岸保全基本計画」(H15 年 3 月)では、高潮及び越波に対する防

護に加えて、侵食に対する防護として、現況汀線の保全・維持が基本的な目標

として定められている。この現況汀線の保全・維持については、中長期的な防

護目標として、流砂系も含めた対策により達成を目指すこととした。 

  直轄区域外の区間については、各管理者と連携して必要な浜幅の確保に努めて

いく。 

※「全域で浜幅 50ｍの確保」を達成することにより、宮崎港から一ツ瀬川区間に

おける現況の平均浜幅 53ｍと同じ規模の浜幅を確保できることとなる。 

  対策については、利用・環境にも配慮しつつ検討していく。 
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図－ 3.1(1) 防護目標（案）（住吉区間の防護イメージ）  

病院
一ツ葉有料道路

ゴルフ場

＜住吉区間背後地の状況＞

海岸域拡大範囲
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既設護岸の被災
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有料道路

0

10m

＜浜幅50m回復＞＜現況＞
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0
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浜幅50m回復

→背後地への越波被害を防止
→既設護岸の被災を防止

一ツ葉
有料道路

背後地への越波被害が懸念
既設護岸の被災が懸念

平成21年10月撮影

A

A’

AA’

浜幅を回復することにより

【住吉区間】【石崎浜区間】【大炊田区間】
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図－ 3.1(2) 防護目標（案）（石崎浜区間の防護イメージ） 

＜石崎浜区間背後地の状況＞

海岸域拡大範囲

高波浪

0

10m

＜浜幅50m維持＞＜現況＞

高波浪

0
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浜幅50m維持

→背後地への越波被害を防止
→既設護岸の被災を防止

浜幅５０ｍ程度あるため

【住吉区間】【石崎浜区間】【大炊田区間】

平成21年10月撮影

B

B’

BB’

浜幅を維持することにより

民家、ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ等

規模の大きな砂丘

越波防止

背後地への越波被害を防止
既設護岸の被災を防止
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図－ 3.1(3) 防護目標（案）（大炊田区間の防護イメージ） 

＜大炊田区間背後地の状況＞

海岸域拡大範囲

高波浪

0

10m
高波浪

0

10m

浜幅50m維持

→①背後地への越波被害を防止
→②１年に数回来襲する高波浪

に対して砂丘の後退を防止

浜幅５０ｍ程度以上あるため

【住吉区間】【石崎浜区間】【大炊田区間】

平成21年10月撮影

C

C’

CC’

浜幅を維持することにより

越波防止

砂丘により背後地への越波被害を防止
（海岸直背後の砂丘保全が重要）

民家、田畑等 KDDI ｸﾘｰﾝﾊﾟｰｸ、老人ﾎｰﾑ等

砂丘

砂丘 砂丘

＜浜幅50m維持，②のイメージ＞＜現況＞
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3.2  背 後 地 の 特 性 、 必 要 浜 幅 の 計 算 結 果 を踏 ま え た 留 意 事 項  

宮崎海岸は、背後地の状況等を踏まえると、【住吉区間（④～⑤）】、【石崎浜

区間（⑥～⑨）】、【大炊田区間（⑪～⑬）】の 3 区間にわけられる。 

この 3 区間における侵食対策の検討を進めていく上での留意事項を以下に示す。 

 

【住吉区間（④～⑤）】 

当区間は緩傾斜護岸に隣接して一ツ葉有料道路が存在する一方、現況で目標浜幅

50m を満足していない区間が多い。 

したがって、当区間においては、侵食対策の緊急性が高いことを認識しつつ、対

策の検討を進める。 

 

【石崎浜区間（⑥～⑨）】 

当区間は、海岸から背後地の人家等までの距離も比較的長く、また、背後に規模

の大きな砂丘が存在する。さらに、住吉区間に比べて自然海浜が多く残されている区

間でもある。 

したがって、当区間においては、必ずしも汀線際、構造物の設置位置での越波防

止にこだわることなく、背後の砂丘位置での越波防止なども視野に入れて対策の検討

を進める。 

 

【大炊田区間（⑪～⑬）】 

当区間は、海岸背後に砂丘が存在するが規模が石崎浜区間に比べて小さく、また、

人家等までの距離も短い。他方、住吉区間に比べて自然海浜が多く残されている区間

でもある。 

したがって、当区間においては、自然海浜の保全に配慮しつつ、砂丘の保全が図

られるよう対策の検討を進める。 
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図－ 3.2 目標浜幅（案） 
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4.  補足説明資料  

4.1  検 討 す る 防 護 目 標 お よ び 評 価 指 標 の 検 討に つ い て  

(1)  目標Ａ 

 

【防護目的】国土保全 

 

 防護目標① ：現況の汀線位置を維持  

 

目標Ａ→平成２０年１２月の汀線位置を目標Ａとした。 

 

（汀線維持の考え方）理想的な目標としては侵食が始まる以前の海岸が挙げ

られるが、現実的には、上位計画の目標に則り、国土保全の観点から現況

汀線位置（平成 20 年 12 月の汀線位置）の維持を目標Ａとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.1 昭和 58 年 3 月、平成 20 年 12 月の汀線形状 
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(2)  目標Ｂ 

 

【防護目的】越波浸水被害からの防護 

 

 防護目標②－１ ：背後地への越波被害を防止  

 

目標Ｂ→現状で護岸が設置されている区間においては、人家、有料道路等の背

後地への越波被害を既設護岸位置で防止。越波しないために必要な汀

線位置を目標Ｂとした。 

※既往最高潮位、１／３０確率波、短期変動込み 

 

（越波防止の考え方）計画波浪あるいはそれ以下の規模の波浪に対し、現況

で波の打上げによる浸水被害が想定される場所について、既設護岸位置で

浸水被害が発生しないために必要な汀線位置の確保を目標Ｂとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.2 越波による浸水被害に対する防護目標イメージ（目標Ｂ：既設護岸区間） 

 

T.P.±0.0m

緩傾斜
護岸

護岸天端の法肩 

波が乗り越えない 

防護する位置 

目標Ｂ 
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(3)  目標Ｃ 

 

【防護目的】越波浸水被害からの防護 

 

 防護目標②－１ ：背後地への越波被害を防止  

 

目標Ｃ→現状で護岸が設置されていない自然海浜区間においては、人家、有料

道路等の背後地への越波被害を砂丘で防止。越波しないために必要な

汀線位置を目標Ｃとした。 

※既往最高潮位、１／３０確率波、短期変動込み 

 

（越波防止の考え方）計画波浪あるいはそれ以下の規模の波浪に対し、現況

で波の打上げによる浸水被害が想定される場所について、砂丘位置で浸水

被害が発生しないために必要な汀線位置の確保を目標Ｃとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.3 越波による浸水被害に対する防護目標イメージ（目標Ｃ：自然海浜(砂丘)区間） 

 

 

T.P.±0.0m

砂丘
（浜崖）

砂丘の頂部

波が乗り越えない 

防護する位置 
目標Ｃ 
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(4)  目標Ｄ 

 

【防護目的】越波浸水被害からの防護 

 

 防護目標②－２ ：既設護岸の被災および砂丘の後退を防止  

 

目標Ｄ→現状で護岸が設置されている区間においては、越波により護岸が被災

しないために必要な汀線位置を目標Ｄとした。 

※既往最高潮位、１／３０確率波、短期変動込み 

 

（護岸の被災防止の考え方）計画波浪あるいはそれ以下の規模の波浪に対し、

現況で護岸が設置されている区間について、護岸の被災が発生しないため

に必要な汀線位置の確保を目標Ｄとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.4 越波による施設被災に対する防護目標イメージ（目標Ｄ：既設護岸区間） 

 

T.P.±0.0m

緩傾斜
護岸

護岸天端の法肩 

護岸天端を乗り越えた波の量、すなわち越波量が 0.2m3/m/s 以下

防護する位置 

目標Ｄ 
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(5)  目標Ｅ 

 

【防護目的】越波浸水被害からの防護 

 

 防護目標②－２ ：既設護岸の被災および砂丘の後退を防止  

 

目標Ｅ→現状で護岸が設置されていない自然海浜区間においては、毎年発生す

る程度の高波浪により、砂丘が後退しないために必要な汀線位置を目

標Ｅとした。 

※朔望平均満潮位、年数回波、短期変動込み 

 

（砂丘の後退防止の考え方）現状で護岸が設置されていない自然海浜（砂丘）

区間については、海岸侵食が進んだ現状では、一旦後退した砂丘が自然に

回復するのは困難であり、放置した場合にはいずれ背後地への被害につな

がることから、年 1 回程度の定期的な維持管理で砂丘が後退しないために

必要な汀線位置の確保を目標Ｅとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.5 砂丘・浜崖後退に対する防護目標イメージ（目標Ｅ：自然海浜(砂丘)区間） 

 

T.P.±0.0m

砂丘
（浜崖）

砂丘頂部 

砂丘基部に波が到達しない 

砂丘基部（T.P.+4m） 

崩落 

徐々に後退 

後退した浜崖は自然には回復困難 

↓ 

定期的な維持管理で経年的な後退を防止する 

防護する位置

目標Ｅ 
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(6)  打ち上げ高評価ポイント 

目標 B,C,E の打ち上げ高の評価ポイントは、防護する位置（施設であれば法肩、

砂丘であれば浜崖頂部）を基本とした。 

ただし、住吉 IC 付近から石崎川河口までは背後に連続した砂丘があり、人家はそ

れよりも陸側となるため、評価ポイントはその背後に連続して確保されている砂丘高

T.P.+6m のラインとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.6 石崎川河口周辺を取り囲む砂丘（標高データ） 

 

～1ｍ
～2ｍ
～3ｍ
～4ｍ
～5ｍ

～6ｍ
～7ｍ
～8ｍ
～9ｍ
9ｍ～

0 0.5 1 2 3 4 5km

T.P.+5ｍ 

T.P.+6ｍ 

T.P.+7ｍ 

※T.P.+6m を防護することで、それよりも背後地への浸水を防ぐ。 

背後砂丘の縦断イメージ図 

石崎川河口を取り囲む砂丘 
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4.2  防 護 目 標 毎 の 必 要 な 浜 幅 の 算 出 に つ い て  

(1)  中村らの改良仮想勾配法による波の打上げ高算出方法 

目標 B,C,E の波の打上げ高計算は、下記に示す中村らの改良仮想勾配法を用いて

実施した。 

 

（改良仮想勾配法による波の打上げ高算出方法） 

  入力波に対して砕波水 hb を求める。 

  打ち上げ高 R を仮定し、cotαを求める。 

  入力波の沖波波形勾配 H0/L0 と法面勾配 cotαから、図－ 4.8 を用いて打ち上

げ高 R を求める。 

  仮定した打ち上げ高と算定図から求めた打ち上げ高が一致するまで、打ち上げ

高を種々変えて繰り返し計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.7 改良仮想勾配の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.8 改良仮想勾配法による打ち上げ高の算定図 
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(2)  合田の越波量算定図による越波量算出方法 

目標 D の越波量計算は、合田の越波量算定図を用いて実施した。 

 

（合田の越波量算定図による越波量算出方法） 

  対象海岸の海底勾配に近い合田の越波量算定図を選ぶ。（1/10 or 1/30） 

  波形勾配は，H0’/L0 を求め，これに近い合田の越波量算定図を選ぶ。 

H0’：換算沖波波高 

L0 ：沖波波長（Lo＝g／2πT2≒1.56×T2） （T：沖波周期） 

  水深波高比 h/H0’を求める。 

H ：堤脚水深 

  天端高波高比 hc/H0’を求める。 

hc：天端高 

  水深波高比と天端高波高比から②で選んだ図の左図の縦軸より，越波量を読み

とり，単位幅・単位時間当たり越波量を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.9 合田の越波量算定図 
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(3)  モデル海浜断面地形による評価について 

モデル海浜断面地形は、各区間の平均的な海浜断面としているが、緩傾斜護岸区

間④での試算の結果、平均化したモデル断面（青）は H20.12 測量断面そのままの計

算結果（赤）の最大値とほぼ同等であり、安全側の結果であるといえる。つまり、平

均的な断面を用いても過小評価とはならない。 
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試算範囲 
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(4)  宮崎海岸における波の打上げ高の特徴（打上げ高と波高の関係） 

打ち上げ計算は、一波で計算するのではなく複数の波で計算し、最も打ち上がる

結果を代表値として採用した。例えば No.-58 の場合、波高 1ｍ～計画波高の換算沖

波 11.49ｍの間で 0.5m ごとに改良仮想勾配法を用いて打ち上げ高を算出した。その

結果、波高 4ｍで打ち上げ高のピークとなり、その後はあまり変化がない結果となっ

た。これは、波高が大きくなっても沖で砕波してしまい、打ち上げ高の増大にはつな

がらないためである。 

 

 

4m 以下の波は沖で砕波せずに岸近くまで来襲

4m 以上の波は沖で砕波してしまい、岸に来襲する波は小さくなる 
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(5)  浜幅・砂浜幅の定義および打ち上げ高・越波量の評価ポイント 
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(6)  浜崖前面の浜幅の考え方 

浜崖（砂丘部）においては、高さが T.P.+10m 程度の場所もあり、そのような場所

では、浜崖勾配が直立（浜幅 0m）となっても打ち上がらない結果となった。しかし

実際には、浜崖の勾配が直立に近くなれば上部の砂丘が崩れ落ちるため、浜崖位置

は保持されない。 

したがって、計算結果がこのようなケースとなった場合には、図－ 4.10 に示すよ

うに現在の浜崖の勾配が 2 割程度であることから、その勾配を保てる汀線位置まで

を必要な浜幅として設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.10 砂丘・浜崖の前面勾配（測量データは平成 21 年 12 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.11 浜がなくなっても打ち上がらない場合の浜幅の考え方（砂丘・浜崖の場合）

計算上、浜崖勾配が直立になっても打

ち上がらないケースもある 

浜崖勾配 1：2 

T.P.+10m 

T.P.0m 

現況断面

計算上の最小断面 
最小断面 

浜幅基点 

比高 10m×2 割勾配 

＝20m 
砂丘・浜崖は必ずその形状を保全する

ものとし、最小浜幅は、浜幅基点であ

る砂丘・浜崖頂部から、2 割勾配で

T.P.0m と交差する地点間の距離とす

る（本図の場合 20m）。 
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(7)  具体的な計算例 

1)  波の打上げ高に対する必要な浜幅計算例（区間④） 

  改良仮想勾配法による波の打上げ高は、区間毎に設定したモデル断面を岸沖方向

に平行移動して計算した。 

  例えば区間④の場合、波の打上げ高が天端高を下回るのは浜幅が 10m よりも大き

い時と算出された。この浜幅に短期変動幅 25m を考慮して、区間④の波の打上げ

高に対する必要な浜幅は 35m と設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.12 区間④（緩傾斜護岸）のモデル断面と打上げ高計算断面の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.13 区間④（緩傾斜護岸）の打上げ高計算結果 

（浜幅と打上げ高の関係，短期変動幅未考慮）

モデル断面を岸沖方向に平行移動して
波の打上げ等による必要浜幅の検討を実施
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2)  許容越波流量による必要な浜幅計算例（区間④） 

  合田の算定図による越波流量は、既設護岸の高さに対し、堤脚地盤高を T.P.-5～

+4m で変動させて、計画外力（30 年確率波、既往最高潮位）に対する越波流量を

算出した。 

  例えば区間④の場合、護岸被災限界の許容越波流量 0.2m3/m/s を下回るのは堤脚

地盤高が T.P.-1m よりも大きい時と算出された。 

  先の区間④のモデル断面より、堤脚地盤高が T.P.-1m となる浜幅は 0m（モデル断

面を 25m 岸側に平行移動した断面）となる。この浜幅に短期変動幅 25m を考慮し

て、区間④の許容越波流量に対する必要な浜幅は 21m と設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.14 区間④（緩傾斜護岸）の越波流量計算結果（堤脚地盤高と越波流量の関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画外力条件における堤脚地盤高別の越波流量
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（護岸天端舗装あり，0.2m3/m/s）

既設護岸の被災を防止するには、堤脚地
盤高はT.P.-1m以上必要と設定される

※：傾斜護岸による越波流量割増係数考慮（β=1.2）
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3)  許容越波流量による必要な浜幅計算例（区間⑤：必要な浜幅がマイナス） 

  2）と同様に合田の算定図により越波流量を算出した結果、区間⑤の場合は、護岸

被災限界の許容越波流量 0.2m3/m/s を下回るのは堤脚地盤高が T.P.-2m よりも大

きい時と算出された。 

  ここで、区間⑤～⑨のモデル断面は、T.P.0～-8m の海底勾配を 1/35 と設定してい

るため、堤脚地盤高が T.P.-2m となる浜幅は-65m（モデル断面を 70m 岸側に平行

移動して、浜幅基点から堤脚位置までの距離 5m を差し引いた幅）と算出された。

この浜幅-65m に短期変動幅 25m を考慮して、区間⑤の許容越波流量に対する必要

な浜幅は-40m（浜幅基点から陸側に 40m）と設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※区間⑦の結果も同様である 

図－ 4.15 区間⑤（傾斜護岸）の越波流量計算結果（堤脚地盤高と越波流量の関係） 
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4.3  必 要 な 浜 幅 の 算 出 結 果 の 整 理  

表－ 4.1 防護目標に対する海岸区間毎の具体的な指標（必要な浜幅）の算出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


